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２００３年９月２日 

株式会社日立製作所 

北京工業大学 

中国での電子政府・電子自治体事業推進に向け、 

日立と北京工業大学が合弁会社設立で合意 
 

 株式会社日立製作所（本社：東京都千代田区 執行役社長：庄山悦彦 以下、日立）と北京工業大学（中

国北京市 学長：左鉄鏞 以下、北京工大）は、このたび、今後市場の伸びが期待される中国の電子政府・

電子自治体市場向けに共同でソリューション事業を展開するための合弁会社「北京日立北工大信息系統

有限公司」[本社：中国北京市、董事長：山中大三郎（現日立製作所 公共システム事業部副事業部長、兼

務予定）、英文名：Hitachi Beijing Tech Information Systems Co.,Ltd.、以下、「HBIS」]を本年１０月をめど

に設立することで合意しました。 

 日立と北京工大では、２００１年８月に中国の電子政府・電子自治体事業に関する提携を開始して以来、

同年１０月に中国初の電子政府・電子自治体専用ショールーム「China CyberGovernment Square」（以下、

「CCGS」）を北京工大内に開設するなど、他社に先駆けて市場調査を行いながら、共同事業を検討してき

ました。今回の合意により、今後両者は「HBIS」にて中国電子政府・電子自治体市場に適合したソリューショ

ンの提案、技術や製品の開発・提供、システム構築等を共同で行っていきます。 

 

 中国では、政府が２００１年３月に第１０次５ヵ年計画を策定しており、電子政府計画を最優先課題の一つ

として位置付けています。また、北京市では２００８年の「北京オリンピック」に向けて、総額約４，５００億円規

模の情報化投資を行い、北京市の電子政府と高度交通情報システムの整備を中心としたＩＴ都市化(「デジ

タル北京」構想)を計画しています。 

 

 日立は、日本の電子政府・電子自治体市場において多数のシステム構築実績を持っており、２０００年に

は日本初の電子行政ショールーム「CyberGovernment Square」を西新橋に開設するなど先行したソリュー

ション事業を展開しています。 

 北京工大は、北京市のＩＴ化推進計画に積極的に参画するとともに、これまでに数社の合弁会社を設立

するなど、中国ならびに北京市における豊富なビジネスノウハウを有しています。また、中国政府からも優秀

な人材を育成するための重点大学として指定されるなど、ＩＴ化推進における重点拠点として期待されてい

ます。 

 

 このたび合意した合弁会社の概要は下記の通りです。 

 

【北京日立北工大信息系統有限公司】 

社名／商号 北京日立北工大信息系統有限公司 

Hitachi Beijing Tech Information Systems Co.,Ltd. 

本社 中国 北京市 

主な事業内容 中国における電子政府分野の SI 事業 

董事長（会長） 山中大三郎（現日立製作所 公共システム事業部副事業部長、兼務予定） 

資本金 １億円（約８３.３万米ドル） 

出資比率 日立製作所 ５０％ 日立(中国)投資有限公司 １０％ 

北京工大智源科技発展有限公司(北京工大の事業会社)４０％ 

設立時期 ２００３年１０月（予定） 

従業員数 ３０名（当初） 

業績目標 ２００７年度売上高見込み ５０億円 

 

 また、合弁会社設立にあわせ、「CCGS」のコンテンツも一新し、１０月中旬にリニューアルオープンする予

定です。「CCGS」では、中国の政府関係者をはじめ３,２００名を越すお客様が来場しています。 

 日立と北京工大は、両者の持つ技術と開発力、ビジネスノウハウを結集するとともに、また「CCGS」の早期

の取組の実績を活かし、「HBIS」を通じて中国ならびに北京市の電子政府・電子自治体実現に向けた最適

なソリューションを提供していきます。 
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■取扱事業部・照会先 

株式会社日立製作所 情報・通信グループ 公共システム事業部 

カスタマ・リレーションズセンタ［担当：亀山、廣田］ 

〒１３６-８６３２ 東京都江東区新砂一丁目６番２７号 新砂プラザ 

電話 ０３－５６３２－７４１２（ダイヤルイン） 

 

 北京工業大学  科学技術開発研究院  [担当：孫大芳、温涛] 

 〒１０００２２ 中華人民共和国 北京市朝陽区平楽園 100 号 

 電話 ＋８６－１０－６７３９－２７５３ 

 

北京工業大学－日立 電子政府総合展覧室［担当：田華民、殷暁強］ 

〒１０００２２ 中華人民共和国 北京市朝陽区平楽園100号 

電話 ＋８６－１０－６７３９－２８３５ 

 

 

 

 

 

以  上 
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このニュースリリースに掲載されている情報は、発表日現在の情報です。 
発表日以降に変更される場合もありますので、あらかじめご了承ください。 
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